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Ⅰ　は じ め に

日本型雇用慣行の特徴の１つである「遅い昇
進」には，長期に渡って労働者に技能形成へのモ
チベーションを維持し，複数の上司による恣意
性の少ない評価を可能にするといった一定のメリ

特集●変化する管理職の役割と地位

管理職への昇進の変化
──「遅い昇進」の変容とその影響

日本企業の「遅い昇進」には，長期の技能形成へのモチベーションの維持等，一定のメリッ
トがあるが，近年ではビジネスのグローバル化や社会環境の変化により弊害が指摘され，
コア人材の早期選抜が企業の重要な経営課題として注目されている。本稿では日本企業に
おける管理職昇進の変化について既存の研究や調査結果を整理し，理論的背景，変化の広
まりや特徴，そして変化が労働者のキャリアに与える影響について論じた。将来の経営幹
部や管理職の候補を選抜するプロセスである早期選抜は大企業を中心に一定の割合で広
まっており，その方法は技能蓄積に必要な仕事の割り振りを中心とするものであることが
示唆された。また，早期選抜を導入する企業の特徴として，大規模企業，グローバル企業，
成果主義の導入という 3 点が確認されたが，大企業は昇進が遅いため，早期選抜に積極的
に取り組んでいる可能性が考えられる。賃金センサスの分析結果からは近年の管理職昇進
への遅れが示唆され，昇進年齢の早期化は確認できなかった。企業の長期雇用を維持しよ
うとする傾向が続けば，当面の間，管理職の平均年齢は高止まりすると考えられる。早期
選抜の導入が今後も進み，管理職昇進の早期化につながるかどうかについては，注視する
必要がある。

佐藤　香織
（国士舘大学講師）

ットが指摘されてきた（上原 2007）。しかし，近
年ではビジネスのグローバル化や社会環境の変化
により，「遅い昇進」の弊害が強まり，コア人材
の早期選抜が企業の重要な経営課題として注目さ
れている（今野 2016）。一方で，社会状況の変化
と管理職昇進の変化との関係を論ずる際に，「遅
い昇進」から早期選抜への移行に関する理論的背
景や企業における早期選抜制度の導入状況，及び
その影響について包括的に提示したものは少な
い。本稿では日本企業における管理職昇進の変化
について既存の研究や調査結果を整理し，理論的
背景，変化の広まりや特徴，そしてこれらの変化
が労働者のキャリアに与える影響について論じ
る。本稿の構成は以下の通りである。「Ⅱ 日本型
昇進の特徴」では，従来の日本企業で実施されて
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きた「遅い昇進」制度について，アメリカ型の早
期選抜制度である「スターシステム」と対比しな
がら説明する。「Ⅲ 昇進制度の経済的合理性」で
は「遅い昇進」制度と「スターシステム」のそれ
ぞれの合理性，及び合理性の前提条件の変化につ
いて指摘する。「Ⅳ 調査データから見た早期選抜
と昇進スピードの変化の実態」では，既存の調査
結果をもとに管理職候補者の早期選抜の広まりや
特徴，そして昇進スピードの変化の状況について
整理する。「Ⅴ 女性への影響とキャリアパスの多
様化」では，「遅い昇進」制度が変化することで，
生え抜きの男性社員と比較すると昇進が不利とさ
れてきた女性と転職者に対してどのような影響が
生じるのかについて論じる。「Ⅵ おわりに」では
本稿の内容を総括する。

Ⅱ　日本型昇進の特徴

日本企業の昇進の特徴は，入社後の比較的長
期間に渡って格差が大きく広がらない「遅い昇
進」であるとされてきた（花田 1987；今田・平田  
1995；小池 2005；小池 1981）。「遅い昇進」制度の
下では，職位の上昇という目に見える形で差がつ
くのは新卒入社後 10 年～ 15 年程度であり，それ
以降は敗者復活のない「トーナメント方式」によ
って同期入社者間で昇進格差がつく（上原 2007；小
池 2005；今田・平田 1995）。一方で，昇進格差が出
現する以前に経験する部署や仕事に格差が存在
し，それらの経験の蓄積とその後の昇進との関連
が示唆されることから，若年期の仕事の配分を
通じて昇進前に選抜が行われている可能性も指
摘されてきた（上原 2007；松繁 1995，2000；梅崎
1999）。日本企業の昇進選抜は同一年度に入社し
た新規学卒者の間で行われる競争のため，新規学
卒採用と年次管理を前提としている（八代 2011）。
また，昇進に差がつく時期を遅くすることでモチ
ベーションを長期に渡って維持し，技能形成を行
うことが可能となる。即ち，「遅い昇進」制度は
長期雇用・年功賃金・新規学卒採用を特徴とする
日本型雇用慣行に密接に結びついた選抜制度であ
る。一方，日本企業の「遅い昇進」制度とは対照
的に，アメリカでは入社後早い段階から昇進で差

がつく「スターシステム」が採用されることが多
い（Rosenbaum 1979）1）。それでは，これらの対
照的な「遅い昇進」制度と「スターシステム」に
は，どのような合理性やインセンティブのメカニ
ズムがあるのだろうか。次節では，日米の企業の
代表的な組織構造と紐づいた２つの昇進制度の合
理性について，比較制度分析のアプローチを用い
た説明を行う。

Ⅲ　昇進制度の経済的合理性

１　日本企業の人事制度と組織構造の特徴

大湾・佐藤（2017）は比較制度分析のアプロー
チを用いて，日本型企業とアメリカ型企業の人事
制度の違いを両者の組織構造の差から説明する。
以下，大湾・佐藤（2017）を参考に両組織構造の
説明を行う。Aoki（1986, 1988）によれば企業を
情報処理システムとして捉えた場合，2 タイプの
組織構造に類型化できる。1 つは水平的な情報共
有とコーディネーションを通じた情報処理システ
ムであり，これは日本型組織に対応する。もう 1
つは垂直的な情報集約と意思伝達経路に沿った垂
直的コントロールを通じた情報処理システムであ
り，これはアメリカ型企業に対応する。緩やかな
環境変化に対しては前者の水平的コーディネーシ
ョンが，断続的な環境変化に対しては後者の垂直
的コーディネーションが最適となる。日本型組織
の特徴である水平的コーディネーションを実現す
るためには，利害対立が小さく幅広い技能を持つ
ジェネラリスト同士が部門を超えて協調する必要
があり，企業特殊的人的資本の形成を通じたジェ
ネラリストの育成が不可欠となる。そのため，分
権的な組織構造を補完するために集権的な人事部
が計画的に組織全体の人材の採用・配置を行い，
企業特殊的人的資本の蓄積を促進する。企業をイ
ンセンティブ・システムとして捉えるプリンシパ
ル・エージェントモデルの枠組みにおいても，長
期的な人事システムを通じた企業特殊的技能形成
が各種の人事制度と補完的な役割を果たすことが
示されている（Itoh 1994）。プリンシパル・エー
ジェントモデルでは日本型の「遅い昇進」制度は
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トーナメント競争を通じた長期インセンティブシ
ステムとして位置付けられ，非管理職層の大多数
に将来の昇進期待を抱かせることにより，企業特
殊的な技能形成へのモチベーションを維持するこ
とができる。

２　遅い昇進の合理性　

昇進制度と技能蓄積のインセンティブとの
関係をより詳細に明らかにするために，ここ
で は Prendergast（1993） の 理 論 を 紹 介 す る。
Prendergast（1993）は日本型の「遅い昇進」制
度とアメリカ型の早期選抜制度である「スターシ
ステム」が企業特殊的人的資本の蓄積に与える影
響を，シグナリング理論を用いて説明する。この
理論では，昇進させることは企業が労働者と労働
市場にその労働者が有能であるとのシグナルを送
ること意味する 2）。モデルは，企業は 1 期目の最
後に労働者の能力を把握するが，これは企業の私
的情報であって労働者には知られないとする仮定
を置き，シグナリングを行わない一括均衡とシグ
ナリングを行う分離均衡の 2 つが存在することを
示す。前者の一括均衡では，企業は労働者の能力
という情報を持ちながらもそれを活用せず，全員
に対して企業特殊的人的資本を身に着けるための
トレーニングを実施する。これは日本企業の「遅
い昇進」に対応しており，このようにして多くの
労働者に昇進への期待を長期間保持し，企業特殊
的人的資本の形成を促進する。一方，分離均衡で
は企業は能力の高い労働者に早期の昇進や賃金増
を行うことでシグナルを送り，モチベーションを
高めるが，能力の低い者はモチベーションを喪失
する。これはアメリカ型の早期選抜型昇進である

「スターシステム」に対応している。両者の均衡
のどちらが実現するかは，組織構造の差と転職市
場の発達度合による。日本の分権型組織では現場
の低位の職務レベルの労働者にも大きな裁量権が
与えられているため，低位の労働者の企業特殊的
人的資本投資のリターンは高く，彼らのモチベー
ションの低下による損失が大きい。そのため，企
業は能力の情報を持っていてもシグナルは送ら
ず，即ち，昇進や賃金に差をつけず，選抜の時期
を遅らせることで，全員のインセンティブを保つ

必要がある。一方，アメリカ型企業のような中央
集権型組織の場合は，一部のトップ層が経営の意
思決定を行うため，低位の労働者のモチベーショ
ンの低下によるコストはそこまで大きくはない。
そのため，早い時期から有能な人間のみに訓練投
資を行い昇進させる「スターシステム」が効率的
となる。また，転職市場が発達している場合，有
能な労働者には他社からオファーが来ることで能
力が労働者に開示されたり，他社からオファーが
来た場合に企業が有能な労働者を引き留めるとい
う行為によっても能力が開示されるため，このよ
うな場合は日本型の遅い昇進政策を導入すること
は困難となる。

３　合理性の前提条件の変化

Ⅲ1 では，日本型組織の特徴である水平的コー
ディネーションと，それと補完的な集権的人事制
度は変化が緩やかな環境で合理性を持つことを
説明した。そして，Ⅲ2 では Prendergast（1993）
の理論を紹介し，分権型組織で低位の労働者のモ
チベーションを保つことが重要であり，かつ転職
市場の未発達な状況において，「遅い昇進」制度
が効率的であることを示した。しかし，近年では
これらの合理性を保つための前提条件に変化が生
じており，新たな人事制度への転換の必要性が指
摘されている。大湾・佐藤（2017）は，前提条件
の変化の要因としてグローバル化の進展，社員の
多様化，少子高齢化等を挙げ，これらの変化が雇
用保障，内部昇進，年功賃金に特徴づけられた長
期インセンティブから，成果給を中心とする短期
インセンティブへのシフトを促すと予想する。以
下ではこれらの前提条件の変化が「遅い昇進」制
度にどのような影響を与えるかについて 3 つの観
点から説明する。まず，グローバル化の進展と競
争の激化により，「遅い昇進」制度は海外法人と
の統合度を高める上での障害となる。これは，海
外法人で「遅い昇進」制度を実施すると，優秀な
人材が早く昇進できる欧米企業に流れてしまうた
めである。また，競争激化による不確実性の増大
がリーダーシップの価値を上昇させ，末端社員の
インセンティブを重視する日本型のインセンティ
ブ・システムは非効率になる可能性がある。2 つ
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目は，水平的なコーディネーションを行うために
は同質的な社員が協働することが必要となるが，
社員の多様化が進むことで利害相反が増し，情報
共有コストが上昇する（Dessein 2002）。これまで
の分権的な組織構造や意思決定が非効率になる可
能性があり，そうなれば集権的な人事システムを
通じた企業特殊技能形成のメリットが薄れ，従来
のローテーションを中心とした人材育成・配置
システムを根本的に変更する必要が生じる。そ
して，高齢化の進行においては高齢社員の活用の
ためには社員の専門性を高めることが必要となる
が，「遅い昇進」制度では多くの社員が管理職に
なることを想定して人材育成を行うため，ジェネ
ラリストの供給過剰となる。従って，早期選抜に
より管理職の能力のある労働者は早期に昇進をさ
せ，そうではない労働者は早期から専門能力を蓄
積できるキャリアコースを備えた人事制度への変
更が必要となる。

上記の 3 点に加えて，コーポレート・ガバナン
スも人事制度と相互補完性を持つため，その変化
は既存の人事制度に大きな影響を与える。宮島

（2011）によれば，1980 年代までの日本の企業統
治は，メインバンク関係，株式相互持合い，内部
昇進者からなる取締役会を特徴とし，長期雇用，
長期取引などと補完的関係にあった。しかし，
1990 年代後半の銀行危機により日本企業のガバ
ナンス構造は大きく変化し，海外機関投資家の所
有が増加した。株主重視のコーポレート・ガバナ
ンスへのシフトは事業再編や株価に連動した報酬
体系の構築につながり 3），経済成長の鈍化とも相
俟って従来の長期雇用制度の再検討が本格化し，
早期退職の導入や新規学卒者の採用減，成果主義
賃金体系が拡大した。成果主義の導入は高い能力
を持つ社員を早期に開示することと同じ効果を持
つため，昇進選抜の早期化につながる（大湾・佐
藤 2017）。

以上のような社会環境要因や組織のガバナンス
の変化を通じて，昇進制度を含めた日本型のイン
センティブ・システムは大きく変革することが予
想される。既に，長期雇用関係が規模や業種を超
えて弱まり（Kawaguchi and Ueno 2013），年齢賃
金プロファイルがフラット化するなど，日本的雇

用慣行の弱まりが確認され（Hamaaki et al. 2012），
厚生労働省の『雇用動向調査』では転職者入職比
率が微増傾向にある（佐藤 2018）。昇進制度につ
いても，多くの企業で次世代経営幹部候補を早期
に選抜，育成することの重要性が認識されはじめ
ている（内田 2009）。以下では，調査結果や実証
分析の結果を参照しながら，企業における早期選
抜の導入状況，早期選抜の具体的内容，早期選抜
を導入する企業の特徴，そして実際に管理職への
昇進スピードの変化の状況について整理する。

Ⅳ　調査データから見た早期選抜と昇進
スピードの変化の実態

本節では将来の経営幹部・管理職の候補者を早
期選抜する企業の実態と，昇進スピードの変化に
ついて，既存の調査や分析の結果をもとに整理す
る。早期選抜は将来の管理職や経営幹部の候補者
を選抜するという意味で用いられることが多く，
昇進スピードを速めて優秀な若手人材を管理職に
抜擢することとは区別する必要がある。本稿では
早期選抜という言葉を使用する場合には，経営幹
部・管理職の候補者を選別するためのプロセスを
指す。

１　早期選抜の状況

（1）早期選抜はどのくらい広まっているのか
まず，早期選抜の導入状況について，早期選抜

に関する質問項目を含む，リクルートワークス研
究所，日本生産性本部，労働政策研究・研修機構
が実施した調査を中心に整理する。表には早期選
抜の導入状況について，3 種類のデータ別に導入
率の推移を記載している。それぞれ調査年，調査
対象，サンプル数，設問形式が異なるため，各調
査の特徴と共に順に見ていくことにする。まず，
リクルートワークス研究所の実施した「人材マネ
ジメント調査」は 2005 年から隔年で実施されて
おり，現在，2017 年までの結果が公表されてい
る。2005 年から 2011 年までは独自の基準で検出
した「日本のリーディングカンパニー」を対象と
し，2013 年以降は東証 1 部上場企業を調査対象
としている。表中の数値は「早期選抜人事制度」
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について「1. 導入し，継続的に運用中」と「2. 導
入したが見直し/再編中」の割合を足したものを
使用している。尚，2013 年のみ回答形式が異な
り，「2. 導入したが見直し/再編中」という選択肢
がないため，「導入し継続的に運用中のもの」と
回答した割合を使用した。2005 年から 2017 年の
推移を見ると，2005 年から 2009 年にかけて導入
企業の割合は 40％台前半であり，大手企業の中
で早期選抜人事制度が一定程度広まっていること
が窺われる。しかし，2011 年は 25.2％，2013 年
は 11.3％と大幅に下落しており，その後も 2015
年に 38.1％と回復したものの，2017 年には 29.9
％と 3 割弱の導入率である。2013 年の導入割合
の落ち込みについては回答形式の違いが影響を及
ぼしている可能性も考えられる。2011 年，2015
年，2017 年の期間で数値が変動していることに
関しては，人事制度改革に熱心な企業ほどアンケ
ートに回答する傾向があるといったサンプルバイ
アスによる影響も考えられる 4）。

次に，日本生産性本部による「日本的人事制度
の変容に関する調査」から得られた結果を見て
みよう。この調査は上場企業を対象として実施
され，2004 年，2007 年，2009 年の調査で経営幹
部の早期選抜・育成の実施状況を質問している。
2004 年の質問項目は「経営幹部への早期選抜・
育成を行っているか」であるが，2007 年と 2009
年では「選抜や育成のための仕組みや制度があ
る」と「仕組みはないが意図的に選抜・育成を行
う」の 2 項目に分けて質問をしている。2004 年
では仕組みや制度の有無に関わらず，早期選抜・
育成を行っていると回答した企業は 26.1％であ
る。2006 年では「選抜や育成のための仕組みや
制度がある」と回答した企業は 16.6％，「仕組み
はないが意図的に選抜・育成を行う」と回答した
企業は 27.0％と，併せて 43.6％であり，2009 年
は同 19.3％，23.3％の合計 42.6％である。これら
の値はリクルートワークス研究所の「人材マネジ
メント調査」の 2007 年，2009 年の数値と近い値
になっている。リクルートワークス研究所は日本
のリーディングカンパニーを，日本生産性本部は
上場企業を調査対象としているため，両者はほぼ
同じ企業層を対象にしており，両者の導入率の値

が近いのは妥当であると考えられる。両調査の数
値から，大手企業では 2000 年代後半にかけて管
理職・経営幹部候補の早期選抜が普及してきた状
況が窺える。

最後に，労働政策研究・研修機構が 2014 年
と 2018 年に実施した調査結果について見てみよ
う。2014 年の数値は「人材マネジメントのあり
方に関する調査」（労働政策研究・研修機構 2015）
から，2018 年の数値は「多様な働き方の進展と
人材マネジメントの在り方に関する調査」（労働
政策研究・研修機構 2018）から抜粋したものであ
る。両調査共に「将来の管理職や経営幹部の育成
を目的にした「早期選抜」を行っている」と回答
した企業の割合を示しており，早期選抜が人事制
度として導入されている場合と，制度や仕組みは
ないが実施している場合の両方が含まれている。
両調査ともに全国の従業員 100 人以上の企業を対
象に調査を実施しており，取り上げた 3 つの研究
機関の調査の中でサンプル数が最も多い。回答企
業の規模構成は，2015 年，2018 年共に，300 人
未満企業が 6 割程度，1000 人未満企業が 8 割程
度を占めており，中小企業が主体のサンプルであ
るという点で先述のリクルートワークス研究所や
日本生産性本部の調査と大きく異なる。将来の管
理職や経営幹部の育成を目的にした「早期選抜」
の実施状況について「行っている」と回答した企
業は 2014 年で 15.4％，2018 年で 12.4％と，リク
ルートワークス研究所や日本生産性本部の調査結
果と比べると低い値である。また，2018 年調査
の報告書では企業規模が大きくなるほど「早期選
抜」を「行っている」とする割合が高くなる傾向
にあることを報告している（労働政策研究・研修
機構 2018）。以上，３つの研究機関の調査結果よ
り，大企業を多く含むサンプルほど早期選抜の実
施割合が高いという傾向が確認された。昇進選抜
に関する先行研究の多くは大企業を対象としてお
り（花田 1987；今田・平田 1995；小池 2005；上原 
2007），「遅い昇進」制度は一定規模の内部労働市
場が形成され，管理職候補者のプールが厚い日本
の大企業に特徴的な昇進制度と考えられる。実際
に，後述のⅣ2 では，管理職になるための平均標
準登用年数は大企業の方が長く，大企業の方が昇
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進が遅いことが示唆される。2000 年以降に大企
業において早期選抜を実施する傾向が確認された
のは，大企業ほど昇進が遅いため早期選抜を導入
してこれを是正しようとする動きの表れである可
能性がある。

（2）早期選抜を実施する企業の特徴
（1）では企業における早期選抜の実施状況を３

つの研究機関の調査データをもとに概観し，企業
規模の大きさと早期選抜の実施傾向が関連する可
能性を指摘した。それでは規模の大きさ以外に，
どのような特徴を持つ企業が早期選抜を実施して
いるのだろうか。ここでは早期選抜についての詳
細な質問を含む調査の報告に基づいて，早期選抜
の実施に関連する企業の特徴について現時点で明
らかになったことを整理する。

まず，調査結果から明らかになったのは企業の
海外事業の展開との関係である。労働政策研究・
研修機構（2015）によれば，Ⅳ1 で確認したよう
に，早期選抜を実施する企業の割合はサンプル
全体で 15.4％であった。しかし，海外事業を「展
開している」企業（全体の 17.1％）だけでみると，
早期選抜の実施率は 26.2％と増加した。Ⅲ3 では
海外法人で遅い昇進政策を行うと優秀な人材が欧
米企業に流出するという問題を指摘した。海外事
業を展開している方が早期選抜の実施率が高いと
いのは，企業がグローバル化における昇進制度の
問題に対応した結果とも解釈できる。

次に早期選抜と成果主義の関係について述べ
る。Ⅲ3 では，成果主義の導入も昇進選抜を早め
ることにつながる可能性を指摘した。労働政策研
究・研修機構（2007）は 500 名未満の中小企業が
半数を占める 1280 社のアンケート回答を分析し
た結果，回答企業の約 6 割が成果主義を導入し，
成果主義の導入企業は「成果による処遇の格差」

「昇進選抜の早期化」及び，「経営幹部育成の特別
プログラム」や「一部の者に限定した訓練」に積
極的であることが明らかにしている。目に見える
形で労働者の能力や成果の差を明らかにする企業
では，賃金だけではなく，昇進につながる訓練投
資や昇進そのものについても早期に差をつける傾
向があると考えられる。

以上を整理すると，早期選抜を導入する可能性
が高い企業の特徴として，大規模企業である，海
外事業を展開している，そして成果主義を導入し
ているという点を挙げることができる。（1）にお
いても言及したが，「遅い昇進」は大企業の特徴
であり，大企業ほど早期選抜を導入する必要が高
い可能性がある。また，海外事業を展開する企業
では遅い昇進が現地法人での人材獲得上での障害
となりやすいため，早期選抜のインセンティブは
高まるだろう。そして，早期から労働者の能力を
開示するという点で成果主義と早期選抜は同時に
取り入れやすい制度であると考えられる。

（3）早期選抜の具体的な方法と実施時期
早期選抜を行うための具体的な方法にはどの

ようなものがあるのだろうか。（1）で参照した
「人材マネジメントのあり方に関する調査」（労働
政策研究・研修機構　2015，以下，2015 年調査）及
び，「多様な働き方の進展と人材マネジメントの
在り方に関する調査」（労働政策研究・研修機構  
2018 以下，2018 年調査）では具体的な選抜方法に
ついての企業の回答結果を報告している。まず，
2015 年調査では，具体的な方法の上位３項目は

「多様な経験を育むための優先的な配置転換（国
内転勤含む）」（53.9％），「特別なプロジェクトや
中枢部門への配置など重要な仕事の経験」（51.9
％），「経営幹部との対話や幹部から直接，経営哲
学を学ぶ機会」（48.7％）である。2018 年調査で
は，早期選抜の具体的な方法を非管理職層と管理
職層に分けて聞いており，非管理職層の上位 3 項
目は「特別なプロジェクトや中枢部門への配置な
ど重要な仕事の経験を積ませる」（54.6％），「選抜
型研修に優先的に参加させる」（53.2％），「多様な
経験を積ませるための優先的な配置転換（国内転
勤含む）をする」（49.3％）であった。一方，管理
職層（候補者含む）の上位 3 項目は「多様な経験
を積ませるための優先的な配置転換（国内転勤含
む）をする」（35.4％），「特別なプロジェクトや中
枢部門への配置など重要な仕事の経験を積ませ
る」（30.0％），「経営実務に関する知識を積極的に
習得させる」（25.0％）であった。これらの結果よ
り，非管理職層，管理職層共に転勤を含む配置転
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換や重要な仕事の経験を積ませるなど，職務配置
を通じた選抜が主体であることが窺われる。先行
研究では昇進前の仕事配分を通じた選抜の存在が
指摘されてきたが，近年においても多くの企業で
は昇進の格差がつく前から仕事の配分を中心とし
た選抜が引き続き実施されていると考えられる。
しかしながら，日本生産性本部（2009）の調査結
果にあるように「早期選抜の仕組み・制度があ
る」と回答した企業は 2006 年では 16.6％だった
のが，2009 年では 19.3％と 2 割弱に達するなど
微増傾向にある。従来では目に見えない形で配属
を通じた選抜が実施されてきたのが，人事制度や
仕組みとして目に見える形で導入されつつあると
いうのが近年の特徴といえる。成果主義の導入に
よって従業員の目に見える形で処遇の差がつけら
れるようになり，早期選抜に関しても同様の動き
が進行していると考えられる。

早 期 選 抜 の 実 施 時 期 に つ い て は，2015 年，
2018 年調査共に，最も多かったのが「入社から 5 
年以上 10 年未満」（2015 年調査では 31.2％，2018
年調査では 34.3％），次いで「入社から 10 年以
上」（2015 年調査では 28.6％，2018 年調査では 27.9
％），「入社から 5 年未満」（2015 年調査では 22.7
％，2018 年調査では 24.3％），「採用時点」（2014 年
調査で 9.7％，2018 年調査では 11.4％）である。選
抜の時期が「入社から 5 年未満」とする企業の割
合と「採用時点」とする企業の割合を併せると
2015 年，2018 年共に 3 割程度であり，入社後比
較的早い段階で優秀な社員を選抜している企業が
一定数存在することは特筆すべき状況であるとい
えよう。しかしながら企業規模ごとの数値は報告
されていないため，大企業ほど選抜時期が遅いか
どうかは不明である。早期選抜の実施時期の変化
についても企業規模別に分析し，動向を把握する
必要があるだろう。

以上，早期選抜の実態を整理する。将来の管理
職や経営幹部育成のための早期選抜の実施状況
については，一部上場企業では 2000 年代中盤に
4 割ほどであったのが減少し，2017 年時点では 3
割程度である。中小企業を多く含むサンプルで
は，2000 年代中盤までの実施率は不明であるが，
2018 年では 1 割強程度である。早期選抜を導入

しやすい企業の特徴として，大企業，海外事業を
展開している，成果主義を導入している，の 3 点
が挙げられる。しかしながら，大企業ほど管理職
への昇進が遅いために早期選抜を導入している可
能性があるため，実際に選抜の時期が早まってい
るかどうかについては不明である。早期選抜の具
体的な方法は，転勤や重要な仕事の割り振りな
ど，職務配置を通じたものが主となっており，早
期選抜を人事制度として導入する企業も微増傾向
にある。選抜時期で多いのは入社から 5 年以上
10 年未満であるが，一部においては入社直後に
選抜を実施する企業も存在する。

２　昇進スピードは速まっているのか

（1）調査データの分析報告
Ⅳ1 では大企業を中心に早期選抜の一定程度の

広まりが確認された。しかし，早期選抜は将来の
経営幹部や管理職の候補者を早期に選抜すること
であり，昇進時期の早期化に必ずしもつながると
は限らない。また，「遅い昇進」は大企業のみに
当てはまる特徴である可能性があり，そのために
大企業ほど早期選抜の導入に積極的である可能性
もある。以下では日本生産性本部と労働政策研
究・研修機構が実施した調査報告にもとづいて，
昇進スピードの状況とその変化について論じる。

まず，管理職の登用年数と企業規模との関係に
ついて，日本生産性本部（2005）は早期選抜の実
施有無と企業規模でサンプルを分類し，管理職へ
の平均登用年数を比較している。これによれば，
早期選抜・育成を実施する企業全体の標準登用
年齢は 37.5 歳である一方，5000 人以上の企業に
限定した場合，標準登用年数は 38.1 歳であった。
早期選抜・育成を未実施の企業の場合，全体の標
準登用年齢は 37.9 歳である一方，5000 人以上の
企業に限定した場合では 38.5 歳であった。また，
日本生産性本部（2007）は管理職の標準登用年数
の平均値を企業規模別に算出した結果，企業規模
が大きいほど標準登用年数も長くなることを報告
している。以上の結果より，大企業ほど管理職へ
の昇進スピードが遅く，「遅い昇進」は大企業の
特徴であることが示唆される。

次に，管理職への昇進スピードの変化の状況
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について，Ⅳ1 で参照した「人材マネジメント
のあり方に関する調査」（労働政策研究・研修機構 
2015，以下，2015 年調査），「多様な働き方の進展
と人材マネジメントの在り方に関する調査」（労
働政策研究・研修機構 2018，以下，2018 年調査）の
報告を整理する。管理職登用の方針として「年齢
に関係なく優秀者を抜擢・登用」している企業は
2015 年調査では 50.7％であり，「年功的に育成・
登用」している企業（19.1％）を上回った。2018
年調査では同項目の質問がないため数値は不明だ
が，2015 年時点では抜擢人事が半数以上の企業
で広まっており，一般的になりつつあると考えら
れる。次に，昇進スピードの変化について，2015
年調査では課長（相当）職の昇進スピード（登用
までに要する期間）が「早まっている」と回答し
た企業は 27.1％であり，「遅くなっている」と回
答した企業（13.0％）を上回った。一方，「変化は
ない」と回答した企業が 60.0％であった。部長

（相当）職についても同様の傾向が見られ，「早ま
っている」と回答した企業の割合が「遅くなって
いる」と回答した企業の割合を上回った。また，

「年齢に関係なく優秀者を抜擢・登用」する企業
では「年功的に育成・登用」している企業より 2 
歳以上，管理職登用の平均年齢が低く，最年少昇
進者は標準より 5 歳以上早く登用されることが
報告されている。2018 年の調査報告においても
同様の傾向が見られ，課長（相当）職は 5 年前と
比べて昇進スピードが「早まっている」と回答し
た企業が 27.7％，「変化はない」が 63.5％，「遅く
なっている」が 6.8％でとなり，「早まっている」
と回答した割合が「遅くなっている」と回答した
割合を大きく上回った。また，部長（相当）職に
ついても同様の傾向が見られた。更に，課長（相
当）職において企業規模が大きくなるほど昇進ス
ピードが「早まっている」とする割合が高くなる
傾向が確認されており，部長（相当）職でもわず
かに同様な傾向が見られた。2015 年，2018 年の
調査共に昇進スピードが「早まっている」と回答
した企業が「遅くなっている」と回答した企業
を上回るものの，「変化しない」と回答した企業
は 6 割程度であることから，昇進スピードの速ま
りは一部の企業において進行していると考えられ

る。また，この設問は回答企業が以前と比較した
場合の昇進スピードの変化を聞いているため，管
理職に登用されるまでの年数が平均的に短くなっ
ているかについては不明である。日本生産性本部

（2005）の調査結果でも明らかになった通り，大
企業は昇進が遅いため，社会状況の変化に対応す
るために以前よりも昇進スピードを速めた可能性
がある。どのような企業で「遅い昇進」が継続
し，早期選抜や抜擢人事が導入されているのかを
明らかにするために，管理職の登用年数の推移を
規模などの企業属性ごとに分析できるデータの蓄
積が必要だろう。

（2）賃金センサスによる管理職昇進の変化の検
証

ここでは厚生労働省の『賃金構造基本統計調
査』を用いて管理職への選抜状況の推移を検証し
た研究を紹介する。大湾・佐藤（2017）は 2002～
2015 年の賃金センサスを用いて 2000 年代後半以
降の管理職への昇進状況を調べた。大卒の管理職
昇進の状況については，2000 年では最も昇進の
早いグループの多くが 30 歳代後半に課長昇進を
果たしていたのに対して，2015 年ではそれが 40
歳代前半にシフトしていることがわかった。部長
についても，2002 年から 2015 年にかけて 40 代
で部長に昇進する人が減少していた。このこと
は大卒では課長への昇進時期の遅れと高齢化が進
み，部長ポストが削減されて部長へ昇進しにくい
状況を示す。賃金センサスからは昇進の早期化へ
の転換は確認されておらず，逆に一層，昇進時期
が遅くなっている傾向が読み取れる。この理由と
して，管理職昇進時期にあたる現在 40 歳代後半
は団塊ジュニア世代にあたり数が多いため，この
世代が詰まることで管理職昇進が全般的に遅れて
いることが考えられる（川口 2020）。日本生産性
本部（2005）の調査結果から，大企業ほど管理職
への平均登用年数が高いため，昇進の遅れの傾向
は大企業ほど強いことが予想されるが，大湾・佐
藤（2017）では企業規模別の分析結果は報告され
ていない。大規模な政府統計を用いて規模などの
企業属性別に管理職昇進の推移を確認するなどし
て，昇進スピードと企業属性の関連について実態
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を明らかにすることは今後の課題であろう。

３　コーポレート・ガバナンスの変化との関連に

ついての分析

Ⅲ3 ではコーポレート・ガバナンスの変化が雇
用制度の変化と関連することを指摘した。従来の
銀行主導型，長期的関係を前提とした日本企業の
コーポレート・ガバナンスの変化に伴い，長期雇
用を前提とした日本企業の人事制度にも変化が生
じている可能性がある。ここでは，日本企業のコ
ーポレート・ガバナンスの変化と人事制度の変化
の関連を検証した実証分析を紹介する。

Abe and Hoshi（2007）は，労務行政研究所の
「人事労務管理制度の実態調査」を用いてコーポ
レート・ガバナンスと人的資源管理手法の関係を
検証し，外国人投資家の保有比率が高いほど，従
業員の勤続年数が短く，女性管理職が多いとい
った，伝統的な日本の雇用慣行から乖離する傾
向を見出した。また，労働政策研究・研修機構

（2007）は，企業 1280 社へのアンケート結果を基
にコーポレート・ガバナンスと成果主義，長期雇
用との関係を分析した。その結果，株主価値重視
のガバナンスは成果主義の導入を強めるのに対し
て，長期雇用とは有意な関連が見られなかったこ
とから，企業の成果主義の導入は従業員の仕事意
欲を高めることを目的としており，株主価値の重
視が必ずしも長期雇用の放棄につながるわけでは
ないと結論づけている。これらの結果を踏まえる
と，企業が成果主義を導入することで能力の開示
自体は速まるが，長期雇用を維持しようとする努
力は結果的に社員の高齢化につながるため，管理
職の平均年齢も高止まりする状況は続く可能性が
ある。従って，海外展開を行う一部のグローバル
企業を除けば，遅い昇進の是正は比較的緩やかに
進むのではないかと考えられる。

本節では早期選抜と昇進スピードの変化の状況
について，研究機関が実施した企業アンケート結
果と，賃金センサスを使用した実証分析の結果を
整理した。研究機関が実施した企業アンケートで
は，大企業を中心に仕事の割り振りを中心とした
早期選抜が一定程度広まり，同一企業内での昇進
スピードの相対的な速まりも大規模企業であるほ

どその傾向が強く出ることが確認された。「遅い
昇進」は大企業で見られる特徴とされてきたが，
日本生産性本部（2005）の調査では大企業ほど管
理職登用の平均年数が高いことが報告され，整合
的な結果が得られた。2015 年までの賃金センサ
スの分析結果からは管理職昇進への一層の遅れが
示され，管理職昇進の早期化の傾向は確認できな
かった。昇進の遅い大企業ほど早期選抜の導入や
抜擢昇進に積極的である可能性が考えられるが，
本稿で取り上げた分析の多くは企業規模による差
を考慮していないため，規模別の昇進の特徴につ
いては明らかでないことが多い。今後は，企業規
模別に管理職の平均登用年齢や早期選抜の導入割
合の企業規模別の推移を分析するなど，企業属性
と昇進選抜の特徴の関係に踏み込んだ検証が必要
であろう。

Ⅴ　女性への影響とキャリアパスの多様
化

昇進には労働者のインセンティブを引き出す機
能と同時に，人材の適材適所の配置を行うという
機能も存在する。企業は女性・男性，生え抜き・
転職者等，労働者の属性によって能力分布や訓練
投資のコスト，離職の可能性が異なる場合，それ
に応じた昇進政策を採ると考えられる。本節では
企業における早期選抜の広まりが，従来の企業に
おける一般的社員像である「新卒一括採用で入社
した生え抜きの男性社員」には含まれない，女性
や転職者といった人々にどのような影響を与える
のかについて先行研究をもとに論じる。

１　男女間の昇進格差

日本は先進国の中で管理職に占める女性の割合
は低いことが指摘されている（労働政策研究・研
修機構 2018；山口 2017）。男女の昇進格差につい
て，Lazear and Rosen （1990）は情報の非対称性
による統計的差別に基づいた理論を提示してい
る。これによれば，企業は個々の女性の仕事に対
するコミットメントを把握できないという情報の
非対称性があるため，女性は男性よりも平均的に
離職率が高いという統計的差別に基づき，管理職
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になるための訓練投資を行う基準を女性に対して
は男性よりも高く設定する。その結果，限られた
有能な女性のみが管理職になるための訓練投資を
受けて昇進するため，女性は男性より昇進しにく
い。Kato, Ogawa and Owan（2016）もシグナリ
ング理論を用いて同様の結論を導いている。これ
によれば，企業は女性に対する統計的差別に基づ
き，女性に対する管理職になるための訓練投資を
過小にする。そのため，一部の有能な女性は企業
へのコミットメントを示して企業から訓練投資を
受け，昇進をする。多くの男性は管理職になるた
めの訓練投資を受ける一方で，一部の有能な女性
のみが訓練投資を受けて管理職になるのであれ
ば，管理職になるための訓練投資と将来の昇進の
相関関係は男性より女性において強く出ると予測
される。Kato, Ogawa and Owan（2016）と Sato, 
Hashimoto and Owan（2019）は 1 社の日本企業
の人事データを用いた分析により，個人の能力を
コントロールしても女性の方が長時間労働及び転
勤回数と昇進の相関が男性よりも高いことを明ら
かにした。このことは女性が企業に対するコミッ
トメントとして長時間労働や転勤を受け入れて昇
進している現状を示唆している。

Lazear and Rosen（1990）の理論は早期選抜型
の昇進制度においてもあてはまるが，日本の「遅
い昇進」制度の下では女性の管理職昇進は更に不
利になる可能性がある。それは，遅い昇進制度の
場合，出産適齢期の後に管理職昇進の時期が来る
ため，出産や育児によるキャリアの中断が昇進に
影響し，男性よりも昇進に不利になりやすいと
考えられるためである（大湾 2017）。企業の遅い
昇進施策と女性管理職の関係について分析した数
少ない研究の１つとして労働政策研究・研修機構

（2014）がある。これによれば，企業と管理職へ
の調査データを分析した結果，昇進スピードが早
い企業では企業属性をコントロールしても有意に
女性管理職割合が高いことが明らかになった。管
理職候補の早期選抜が実施され，昇進スピードが
早まれば，出産や育児のタイミングが昇進後に移
行するため，企業からの支援を受けやすくなり，
男女間の昇進格差も縮小すると考えられる。ま
た，格差是正のためには Kato, Ogawa and Owan

（2016）で示されたような，長時間労働が貢献と
して評価されて昇進するといった状況を変える必
要もあるだろう。「遅い昇進」制度の変更と共に，
労働時間ではなく成果で評価を行い，男女共に柔
軟な働き方が出来るような仕組み作りを同時に進
めることが男女間の昇進格差を縮小する上では重
要であると考える。

２　転職者と生え抜きの昇進格差

人的資本理論及びインセンティブ理論の枠組み
では，企業は同等の一般的人的資本を持つ者であ
れば，外部から採用した転職者よりも企業内労働
市場にいる生え抜きの社員の方を昇進させる内部
昇進を好む。人的資本理論の観点からは，転職者
は生え抜き社員より企業特殊的人的資本が少な
く，両者の一般的人的資本が同等であれば，生え
抜き社員より生産性が低いためである（DeVaro 
and Morita 2013）。インセンティブ理論では，昇
進のトーナメント競争において，外部から採用し
た転職者を昇進させることは生え抜き社員の昇進
確率を下げるため，生え抜き社員のインセンテ
ィブを低下させることになる（Chan 1996）。実証
研究においてもほとんどが理論を支持する結果と
なっており，転職者は生え抜き社員と比較する
と昇進が遅いことが示唆されている（小野 1995；
Ariga, Ohkusa and Brunello 1999；Baker, Gibbs and 
Holmstrom 1994）。一方で，近年の日本企業では
昇進のキャリアパスの多様化が進みつつある。例
えば，仕事における高度な専門技術への需要の高
まりや管理職ポストの減少を背景として，高度専
門人材を育成・処遇するための専門職制度の導入
が 1980 年代より広まってきた。専門職制度はホ
ワイトカラーを対象とした複線型人事制度として
実現されることが多く，専門能力を有するスペシ
ャリスト人材の確保・有効活用を図ることを目的
とする（今野・佐藤 2002）5）。専門職制度のような
スペシャリスト人材のキャリアパスの導入が進む
ことは早期選抜制度への移行の要因の 1 つとなり
得ることが指摘されている。大湾（2017）は，大
卒男性社員全員を管理職にすることが不可能な中
で，管理職にならずともモチベーションと技能形
成を維持できる仕組みとしてスペシャリストのキ
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ャリアパスを増やすことが必要であるとした上
で，早期選抜により，従来のライン管理職を目
指すジェネラリストと専門職を目指すスペシャリ
ストの双方のキャリアパスにおいて早期に人材開
発投資を行うメリットが向上すると指摘する。も
し，入社後比較的早い段階でライン管理職のキャ
リアパスと専門職のキャリアパスに別れ，それぞ
れに応じて前者はマネジメントに必要な人的資本
を，後者は職種特殊的な人的資本を蓄積すること
が出来れば，専門職のキャリアパスを進んだ者は
転職しても昇進に不利になる可能性が低くなるた
め，転職が容易になる可能性がある。また，成果
主義や早期選抜の仕組みによって早期に個人の能
力が開示されることにより，外部からのオファー
も受けやすくなり，企業外部の労働市場へのアク
セスが容易になると考えられる。早期選抜を行う
ことで労働者の専門性が確立されやすくなり，企
業間移動が促進される可能性がある。

Ⅵ　お わ り に

本稿ではこれまでの日本型の「遅い昇進」制度
について，理論研究に基づいて経済的合理性を説
明し，合理性の前提条件である環境要因の変化か
ら早期選抜への移行の必要性を指摘した。そし
て，既存の調査結果から企業における早期選抜の
導入状況と特徴を整理し，政府統計を用いた昇進
スピードの変化の検証の結果を紹介した。将来の
経営幹部や管理職の候補を選抜するプロセスであ
る早期選抜は大企業を中心に一定の割合で広まっ
ており，その方法は技能蓄積に必要な仕事の割り
振りを中心とするものであることが示唆された。
また，早期選抜を導入する企業の特徴として，大
規模企業，グローバル企業，成果主義の導入とい
う 3 点が確認された。大企業ほど管理職登用年齢
は高い傾向にあり，同一企業内での昇進スピード
が以前より早まる傾向にあることから，昇進の遅
い大企業ほど早期選抜や抜擢人事に積極的になっ
ている可能性が考えられる。賃金センサスの分析
結果からは近年の管理職昇進への遅れが示唆さ
れ，昇進年齢の早期化は確認できなかった。今後
は企業規模別の分析を行い，この傾向が大企業に

特に当てはまるものかどうかを確認する必要があ
るだろう。新規学卒入社と長期雇用を前提とした
日本企業の昇進選抜においては，出産や育児等で
キャリアが中断されやすい女性や，企業特殊的人
的資本の少ない転職者は昇進に不利であるとさ
れてきた。しかし，管理職候補の選抜や昇進時期
の早期化によって女性の出産・育児のタイミング
が昇進の後になれば，女性が管理職のキャリアか
ら脱落しにくくなり，男女の昇進格差が縮小する
可能性がある。また，キャリアの早期から管理職
トラックと専門職トラックに別れ，後者のトラッ
クを歩む労働者が職種特殊的な技能を蓄積できれ
ば，転職先でも職種特殊的なスキルを活かして活
躍できる可能性がある。社会・経済の環境が変化
し，労働者の多様化も進む現状では，長期雇用を
前提とした「遅い昇進」制度から早期の選抜と専
門能力の育成に転換し，多様な労働者の技能を活
用できる機会の増加が望まれる。企業の長期雇用
を維持しようとする傾向が続けば，当面の間管理
職の平均年齢は高止まりすると考えられる。早期
選抜の導入が今後も進み，管理職昇進の早期化に
つながるかどうかについては，注視していく必要
がある。

＊本稿は科学研究費助成事業（基盤Ａ）課題番号 18H03632「企
業内データを用いた企業間生産性格差と労働政策課題の解明」
の一環として執筆した . 本稿の執筆にあたり，早稲田大学の
大湾秀雄教授からは多くの有益なコメントを頂戴した。深く
感謝申し上げる。なお，本稿の誤りは全て筆者個人に属する。

　

 1）小池（2005）は日米独の部課長 3000 人に対するアンケート
において，日本は昇進状況に差がつく時期がアメリカよりも
遅いことを確認している。

 2）Owan（2004）は，企業特殊的人的資本の蓄積には時間が
かかる点に着目し，「遅い昇進」は企業特殊的技能に依存する
ウエイトが高いため，労働者の企業特殊的人的資本投資を促
す一方，一般的技能に基づく「早い昇進」よりもシグナリン
グ効果が低く（signal jamming effect），賃金格差を広げない
と説明した。他方，Ishida（2004）は，最適な昇進のタイミ
ングは，労働者が自己の能力をシグナルする機会がどの程度
あるかに依存すると主張し，専門職大学院などの整備の遅れ
と社内の職業訓練の発達が日本の遅い昇進の主因という見方
を示した。

 3）Jackson（2007）は大企業を対象とした調査データを用い
て，外国人株主比率が高いほど，年功賃金を維持する程度が
高いという結果を見出している。

 4）齋藤（2015）は同データを用いて成果給の導入状況を確認
した際に 2011 年と 2013 年に導入比率に落ち込みがあること
を指摘し，2000 年代半ば以降の成果給ブームが落ち着き，成
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果給の問題点が噴出したことが現れた結果と解釈している。
早期選抜導入割合の 2011 年の落ち込みについても，後に述べ
る成果主義と早期選抜の関連から，成果主義ブームの落ち着
きの影響が反映されている可能性がある。

 5）佐藤 （2018）は専門職制度のキャリアパスにおける管理職
と同程度の職位の専門職のことを管理職相当専門職と呼び，

「ワーキングパーソン調査」を用いて転職者と生え抜き社員で
従来のライン管理職と管理職相当専門職において昇進に差が
あるのかどうかを検証した。その結果，事務・営業等の職種
では大企業で転職者はライン管理職に昇進しにくく，企業規
模が大きいほど内部昇進しやすいが，技術・専門職ではこの
傾向は確認されず，管理職相当の専門職への昇進については
職種に関わらず転職者は生え抜きと比べて不利にならないこ
とが確認された。この結果は転職における専門的職業能力の
重要性を示すものである。
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